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(57)【要約】
【課題】冷却媒体の流れを制御して排気ガスの加熱によ
る冷却媒体の沸騰を抑制することができる排気熱回収装
置を提供する。
【解決手段】内管１０の内部のバイパス通路１１が閉鎖
された際に、バイパス通路１１から内管１０と外管２０
の間の円環状の熱交換通路２１に排気ガスＧを導入する
多数の連通孔１５が内管１０に形成され、外管２０の外
周側に冷却媒体入口管３６と冷却媒体出口管を有する円
環状の冷却媒体通路３５が設けられた排気熱回収装置１
であって、冷却媒体入口管３６と冷却媒体出口管の少な
くとも一方に、冷却媒体Ｗを円環状の冷却媒体通路３５
の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に流れ
るように制御させる制御部材３８が設けられている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　排気ガス（Ｇ）の熱を伝熱部材（２２）を介して冷却媒体（Ｗ）に伝熱することで排気
熱を回収する排気熱回収装置（１）において、
　前記排気ガス（Ｇ）が流れるバイパス通路（１１）を形成する内管（１０）と、
　前記内管（１０）の外周側に配置され、前記内管（１０）の外周との間に環状の熱交換
通路（２１）を形成する外管（２０）と、
　前記環状の熱交換通路（２１）に配置され、該環状の熱交換通路（２１）を軸方向に流
れる排気ガス（Ｇ）から熱を受け取る環状の伝熱部材（２２）と、
　前記環状の伝熱部材（２２）の受け取った熱を、流通する冷却媒体（Ｗ）に伝達するよ
うに前記環状の伝熱部材（２２）の外周側に配置され、かつ、前記外管（２０）の外周側
に形成された環状の冷却媒体通路（３５）と、
　前記環状の冷却媒体通路（３５）の周方向の異なる位置に設けられた冷却媒体入口管（
３６）及び冷却媒体出口管（３７）と、
　前記内管（１０）の上流側の管壁に穿設され、前記バイパス通路（１１）の上流端に導
入された排気ガス（Ｇ）を前記バイパス通路（１１）から前記環状の熱交換通路（２１）
の上流側に導入可能な多数の連通孔（１５）と、
　前記バイパス通路（１１）の下流側に設けられ、開いた状態で排気ガス（Ｇ）を前記バ
イパス通路（１１）に流通させ、閉じた状態で排気ガス（Ｇ）を前記連通孔（１５）を通
して前記環状の熱交換通路（２１）に流通させる開閉弁（１６）と、を備え、
　前記冷却媒体入口管（３６）と前記冷却媒体出口管（３７）の少なくとも一方に、前記
冷却媒体（Ｗ）を前記環状の冷却媒体通路（３５）の前記排気ガス（Ｇ）のガス導入側に
相対向する部位（Ｈ）側に流れるように制御させる制御部材（３８）を設けたことを特徴
とする排気熱回収装置。
【請求項２】
　請求項１記載の排気熱回収装置（１）であって、
　前記制御部材（３８）は、前記環状の冷却媒体通路（３５）の前記排気ガス（Ｇ）のガ
ス導入側に相対向する部位（Ｈ）側に傾斜部（３８ｂ）を有した筒状の管材で形成されて
いることを特徴とする排気熱回収装置。
【請求項３】
　請求項１記載の排気熱回収装置（１）であって、
　前記制御部材（３８）は、前記環状の冷却媒体通路（３５）の前記排気ガス（Ｇ）のガ
ス導入側に相対向する部位（Ｈ）側に逆Ｕ字状の切欠き部（３８ｃ）を有した筒状の管材
で形成されていることを特徴とする排気熱回収装置。
【請求項４】
　請求項１記載の排気熱回収装置（１）であって、
　前記制御部材（３８）は、前記環状の冷却媒体通路（３５）の前記排気ガス（Ｇ）のガ
ス導入側に相対向する部位（Ｈ）側に開口部（３８ｄ）を有した半筒状の管材で形成され
ていることを特徴とする排気熱回収装置。
【請求項５】
　請求項２～４のいずれか１項に記載の排気熱回収装置（１）であって、
　前記制御部材（３８）は、前記冷却媒体入口管（３６）と前記冷却媒体出口管（３７）
の少なくとも一方の前記環状の冷却媒体通路（３５）側の端部（３６ａ，３７ａ）を筒状
に延ばして一体に形成されていることを特徴とする排気熱回収装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エンジンや燃焼機器等から排気ガスと共に排出される熱を回収する排気熱回
収装置（排気熱回収器）に関するものである。
【背景技術】



(3) JP 2017-193972 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

【０００２】
　例えば、エンジンから排出される排気ガスの熱を回収する排気熱回収装置として、特許
文献１に記載されたものが知られている。
【０００３】
　この排気熱回収装置１００は、図１１に示すように、排気ガスＧが流れるバイパス通路
としての第１排気通路１１１を形成する内筒１１０と、この内筒１１０の外周側に配置さ
れた外筒１２０と、内筒１１０と外筒１２０の間に熱交換通路としての環状の第２排気通
路１２１を形成する中間筒１３０と、環状の第２排気通路１２１を流れる排気ガスＧの熱
を、流通する冷却媒体（例えば冷却水）Ｗに伝達するように外筒１２０と中間筒１３０と
の間に形成された環状の冷却媒体通路１４０と、外筒１２０の一端と他端に設けられた冷
却媒体導入ポート１２５及び冷却媒体導出ポート１２６と、内筒１１０の上流側の円周方
向に形成され、第１排気通路１１１の上流端に導入された排気ガスＧを第１排気通路１１
１から環状の第２排気通路１２１の上流側に導入可能な多数の連通孔１１５と、第１排気
通路１１１の下流側に設けられ、開いた状態で排気ガスＧを第１排気通路１１１に流通さ
せ、閉じた状態で排気ガスＧを多数の連通孔１１５を通して環状の第２排気通路１２１に
流通させる弁体１５０と、を備えている。
【０００４】
　そして、熱回収時には弁体１５０が閉じた状態となり、排気ガスＧが内筒１１０の多数
の連通孔１１５を通って環状の第２排気通路１２１に流通し、冷却媒体導入ポート１２５
から流入した冷却媒体Ｗが環状の冷却媒体通路１４０を流れながら排気ガスＧと熱交換し
、熱を持って冷却媒体導出ポート１２６から流出することにより熱回収される。
【０００５】
　尚、熱交換通路としての環状の第２排気通路１２１と冷却媒体通路１４０が接する中間
筒１３０の第２排気通路１２１側の面には、螺旋溝状の凹凸１３１を設けて、熱交換面積
を広くしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－２５０５２４号公報
【特許文献２】特開２００８－１２８１２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　前述した従来の排気熱回収装置１００では、第１排気通路１１１から環状の第２排気通
路１２１に排気ガスＧを導入する連通孔１１５を、内筒１１０の円周方向の全周に亘り等
間隔に多数形成しているため、高温の排気ガスＧが冷却媒体導出ポート１２６の存在する
方向にも多く流れることになり、冷却媒体導出ポート１２６の近傍において冷却媒体Ｗが
過度に加熱されて沸騰し易く、この沸騰し易い部位（排気ガスＧの導入側）に低温の冷却
媒体Wを積極的に流すことはできなかった。また、環状の冷却媒体通路１４０は通路内が
狭いため、該通路内に傾斜板やリブを設けて、冷却媒体Ｗの流れを制御することが困難で
あった。
【０００８】
　本発明は、上記事情を考慮し、冷却媒体の流れを制御して排気ガスの加熱による冷却媒
体の沸騰を抑制することができる排気熱回収装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために、請求項１の発明は、排気ガスの熱を伝熱部材を介して冷却
媒体に伝熱することで排気熱を回収する排気熱回収装置において、前記排気ガスが流れる
バイパス通路を形成する内管と、前記内管の外周側に配置され、前記内管の外周との間に
環状の熱交換通路を形成する外管と、前記環状の熱交換通路に配置され、該環状の熱交換
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通路を軸方向に流れる排気ガスから熱を受け取る環状の伝熱部材と、前記環状の伝熱部材
の受け取った熱を、流通する冷却媒体に伝達するように前記環状の伝熱部材の外周側に配
置され、かつ、前記外管の外周側に形成された環状の冷却媒体通路と、前記環状の冷却媒
体通路の周方向の異なる位置に設けられた冷却媒体入口管及び冷却媒体出口管と、前記内
管の上流側の管壁に穿設され、前記バイパス通路の上流端に導入された排気ガスを前記バ
イパス通路から前記環状の熱交換通路の上流側に導入可能な多数の連通孔と、前記バイパ
ス通路の下流側に設けられ、開いた状態で排気ガスを前記バイパス通路に流通させ、閉じ
た状態で排気ガスを前記連通孔を通して前記環状の熱交換通路に流通させる開閉弁と、を
備え、前記冷却媒体入口管と前記冷却媒体出口管の少なくとも一方に、前記冷却媒体を前
記環状の冷却媒体通路の前記排気ガスのガス導入側に相対向する部位側に流れるように制
御させる制御部材を設けたことを特徴とする。
【００１０】
　請求項２の発明は、請求項１記載の排気熱回収装置であって、前記制御部材は、前記環
状の冷却媒体通路の前記排気ガスのガス導入側に相対向する部位側に傾斜部を有した筒状
の管材で形成されていることを特徴とする。
【００１１】
　請求項３の発明は、請求項１記載の排気熱回収装置であって、前記制御部材は、前記環
状の冷却媒体通路の前記排気ガスのガス導入側に相対向する部位側に逆Ｕ字状の切欠き部
を有した筒状の管材で形成されていることを特徴とする。
【００１２】
　請求項４の発明は、請求項１記載の排気熱回収装置であって、前記制御部材は、前記環
状の冷却媒体通路の前記排気ガスのガス導入側に相対向する部位側に開口部を有した半筒
状の管材で形成されていることを特徴とする。
【００１３】
　請求項５の発明は、請求項２～４のいずれか１項に記載の排気熱回収装置であって、前
記制御部材は、前記冷却媒体入口管と前記冷却媒体出口管の少なくとも一方の前記環状の
冷却媒体通路側の端部を筒状に延ばして一体に形成されていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　請求項１の発明によれば、環状の冷却媒体通路の周方向の異なる位置に設けられた冷却
媒体入口管と冷却媒体出口管の少なくとも一方に、冷却媒体を環状の冷却媒体通路の排気
ガスのガス導入側に相対向する部位側に流れるように制御させる制御部材を設けたことに
より、冷却媒体の流れを制御して排気ガスの加熱による冷却媒体の沸騰を抑制することが
できる。
【００１５】
　請求項２の発明によれば、制御部材を、環状の冷却媒体通路の排気ガスのガス導入側に
相対向する部位側に傾斜部を有した筒状の管材で形成したことで、制御部材に傾斜部を形
成するだけの簡単な構造により、低温の冷却媒体を沸騰し易い部位側に流れるように制御
させることができる。
【００１６】
　請求項３の発明によれば、制御部材を、環状の冷却媒体通路の排気ガスのガス導入側に
相対向する部位側に逆Ｕ字状の切欠き部を有した筒状の管材で形成したことで、制御部材
に逆Ｕ字状の切欠き部を形成するだけの簡単な構造により、低温の冷却媒体を沸騰し易い
部位側に流れるように制御させることができる。
【００１７】
　請求項４の発明によれば、制御部材を、環状の冷却媒体通路の排気ガスのガス導入側に
相対向する部位側に開口部を有した半筒状の管材で形成したことで、制御部材に開口部を
形成するだけの簡単な構造により、低温の冷却媒体を沸騰し易い部位側に流れるように制
御させることができる。
【００１８】
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　請求項５の発明によれば、制御部材を、冷却媒体入口管と冷却媒体出口管の少なくとも
一方の環状の冷却媒体通路側の端部を筒状に延ばして一体に形成したことにより、冷却媒
体入口管と冷却媒体出口管の少なくとも一方に制御部材を簡単かつ低コストで設けること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１実施形態の排気熱回収装置の側面図である。
【図２】図１のＡ矢視図である。
【図３】図１中Ｂ－Ｂ線に沿う断面図である。
【図４】（ａ）は上記排気熱回収装置の冷却媒体入口管周辺の部分断面図、（ｂ）は同冷
却媒体入口管の要部の斜視図である。
【図５】図３中Ｃ－Ｃ線に沿う断面図である。
【図６】本発明の第２実施形態の冷却媒体入口管周辺の部分断面図である。
【図７】上記第２実施形態の冷却媒体入口管の要部の斜視図である。
【図８】本発明の第３実施形態の冷却媒体入口管周辺の部分断面図である。
【図９】上記第３実施形態の冷却媒体入口管の要部の斜視図である。
【図１０】本発明の第４実施形態の図３中Ｃ－Ｃ線に沿う断面図である。
【図１１】従来の排気熱回収装置の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態を図面を参照して説明する。
【００２１】
　図１は第１実施形態の排気熱回収装置の側面図、図２は図１のＡ矢視図、図３は図１中
Ｂ－Ｂ線に沿う断面図、図４（ａ）は同排気熱回収装置の冷却媒体入口管周辺の部分断面
図、図４（ｂ）は同冷却媒体入口管の要部の斜視図、図５は図３中Ｃ－Ｃ線に沿う断面図
である。
【００２２】
　この排気熱回収装置（排気熱回収器）１は、上流側から下流側へ向かって排気ガスＧが
流れる図示しない排気管の途中に設けられるもので、図１～図３に示すように、内管１０
と外管２０と冷却媒体ジャケット部材３０と開閉弁１６と下流側連絡管５０及び取付フラ
ンジ１８，５３等から構成されている。
【００２３】
　図３に示すように、内管１０は、排気ガスＧが流れるバイパス通路１１を形成する小径
の円形配管からなり、その上流側にはテーパ部１３を介して大径の上流側連絡管１２が一
体に形成されている。この上流側連絡管１２の上流端には、排気管に接続するための上流
側取付フランジ１８が溶接で接合されている。
【００２４】
　また、内管１０の上流側の管壁の全周には、バイパス通路１１の上流端に導入された排
気ガスＧをバイパス通路１１から後述する円環状の熱交換通路２１の上流側に導入可能な
多数の連通孔１５が設けられている。
【００２５】
　さらに、バイパス通路１１を構成する内管１０の下流端には、開いた状態で排気ガスＧ
をバイパス通路１１に流通させ、閉じた状態で排気ガスＧを連通孔１５を通して円環状の
熱交換通路２１に図３中実線の矢印のように流通させる開閉弁１６が設けられている。こ
の開閉弁１６は支軸１７を介して後述する下流側連絡管５０に開閉自在に取り付けられて
おり、図示しない電気制御アクチュエータにより開閉される。尚、開閉弁１６を、冷却媒
体温度感知アクチュエータや排気圧感知アクチュエータ等の他のアクチュエータにより開
閉させるようにしても良い。
【００２６】
　図３及び図５に示すように、外管２０は、内管１０の外周側に同心に配置され、内管１
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０の外周面１０ｂとの間に円環状の熱交換通路２１を形成している。即ち、外管２０は、
内管１０よりも大径の円形管で構成され、その内周面２０ａに外管２０と一体に設けられ
た円環状の伝熱部材２２を備えている。この伝熱部材２２は、断面円形の円環状に形成さ
れ、その中心部に内管１０が挿通する断面円形の中空部２２ａを有している。また、この
円環状の伝熱部材２２は、円環状の熱交換通路２１の略中央に配置されており、円環状の
熱交換通路２１を軸方向に流れる排気ガスＧから熱を受け取る役目を果たす。尚、円環状
の伝熱部材２２としては、軸線方向に貫通した多数のセルを伝熱隔壁で画成したハニカム
構造体や多数のフィンを放射状に配設したフィン構造体等を使用する。
【００２７】
　また、外管２０は、その外周側に冷却媒体ジャケット部材３０を一体に備えている。冷
却媒体ジャケット部材３０は、円環状の膨出部３１と、その上流側及び下流側のストレー
ト管部３２，３３とを有し、円環状の膨出部３１と外管２０との間に円環状の冷却媒体通
路３５を形成している。この円環状の冷却媒体通路３５は、その中を流れる冷却媒体（例
えばクーラント）Ｗに伝熱部材２２の受け取った熱を有効に伝えることができるように、
円環状の伝熱部材２２の外周側に設けられている。尚、円環状の冷却媒体通路３５の軸方
向長さは、円環状の伝熱部材２２の軸方向長さに対応させてある。
【００２８】
　外管２０及び冷却媒体ジャケット部材３０は、冷却媒体ジャケット部材３０のストレー
ト管部３２の端部を円環板状の支持板４１を介して上流側連絡管１２に溶接で固定し、か
つ、冷却媒体ジャケット部材３０のストレート管部３３の端部を後述する下流側連絡管５
０内に溶接で固定すると共に、内管１０の端部を下流側連絡管５０に溶接で固定された円
環板状の支持板４２に挿通自在（摺動自在）に支持することで、内管１０の熱による伸び
が吸収されるようになっている。尚、上流側支持板４１は閉塞板として構成されているが
、下流側支持板４２には、排気ガスＧを流通させるための開口孔４３が形成されている。
【００２９】
　また、外管２０及び冷却媒体ジャケット部材３０の下流端には下流側連絡管５０が接続
され、下流側連絡管５０の下流側にテーパ部５１を介して設けられた小径連絡管５２の下
流端には、排気管に接続するための下流側取付フランジ５３が溶接で接合されている。
【００３０】
　また、図３及び図５に示すように、冷却媒体ジャケット部材３０の円環状の膨出部３１
の周壁には円形で一対の取付孔３１ａ，３１ｂが所定距離隔てて形成されており、この一
対の取付孔３１ａ，３１ｂには円筒状の冷却媒体入口管３６と円筒状の冷却媒体出口管３
７がそれぞれ取り付けられている。これら冷却媒体入口管３６と冷却媒体出口管３７は、
円環状の冷却媒体通路３５の周方向の異なる位置（図示例では、９０°周方向に離れた位
置）に配置されている。尚、高温の排気ガスＧが冷却媒体出口管３７の存在する側に流れ
て冷却媒体出口管３７の近傍において冷却媒体Ｗの過度の加熱（沸騰）により気泡が発生
する場合があるので、その気泡発生時の気泡の排出性から、図５に示すように、冷却媒体
ジャケット部材３０の上部に冷却媒体出口管３７を設けた方が良い。
【００３１】
　図３及び図４（ａ），（ｂ）に示すように、円筒状の冷却媒体入口管３６の冷却媒体通
路３５側の端部３６ａには、低温の冷却媒体Ｗが冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導
入側に相対向する部位（冷却媒体Ｗが沸騰し易い部位）Ｈ側に流れるように制御させる制
御部材３８が設けられている。この制御部材３８は、円筒状の冷却媒体入口管３６の端部
３６ａを更に円筒状に延ばすことで該端部３６ａに一体形成されている。即ち、制御部材
３８は、冷却媒体入口管３６の端部３６ａと一体の円筒状の管材で形成されていて、円環
状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に傾斜部３８ｂを
有している。この傾斜部３８ｂは、図４（ａ）に示すように、冷却媒体入口管３６の端部
３６ａと一体に形成された円筒状の管材をその先端部３８ａから冷却媒体入口管３６の鍔
部３６ｂ側に向けて斜めに切断することにより形成されている。そして、制御部材３８の
傾斜部３８ｂを円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ
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側に向けたことにより、冷却媒体入口管３６から供給された低温の冷却媒体Ｗが円環状の
冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に流れるようになって
いる。
【００３２】
　また、図４（ａ）に示すように、制御部材３８の先端部３８ａと外管２０の外周面２０
ｂとの間には隙間ｔが形成されている。尚、図４（ａ）及び図５に示すように、冷却媒体
入口管３６は、その端部３６ａを冷却媒体ジャケット部材３０の膨出部３１の取付孔３１
ａに嵌め込み、鍔部３６ｂを膨出部３１に溶接することで冷却媒体ジャケット部材３０に
固定されている。また、図５に示すように、冷却媒体出口管３７は、その端部３７ａを冷
却媒体ジャケット部材３０の膨出部３１の取付孔３１ｂに嵌め込み、鍔部３７ｂを膨出部
３１に溶接することで冷却媒体ジャケット部材３０に固定されている。
【００３３】
　次に作用を述べる。
【００３４】
　排気熱回収装置１の開閉弁１６が開いている場合には、排気ガスＧはバイパス通路１１
を流れて下流側に到達する。この開閉弁１６が開いている時は、排気ガスＧはバイパス通
路１１から円環状の熱交換通路２１に流れないため、排気ガスＧの熱は、円環状の伝熱部
材２２に受け渡されることはない。よって、排気ガスＧの熱は、円環状の冷却媒体通路３
５を流れる冷却媒体Ｗに伝達されて回収されることはない熱の非回収状態となる。
【００３５】
　一方、排気熱回収装置１の開閉弁１６が閉じている場合には、図３中実線の矢印で示す
ように、排気ガスＧはバイパス通路１１から円環状の熱交換通路２１に流れ、支持板４２
の開口孔４３を経て下流側連絡管５０に流れる。この間に、排気ガスＧの熱は、円環状の
伝熱部材２２に受け渡され、この円環状の伝熱部材２２に受け渡され熱が、図５に示すよ
うに、円環状の冷却媒体通路３５を流れる冷却媒体Ｗに伝達されて回収される。
【００３６】
　この際に、図５に示すように、中心部に内管１０が挿通する中空部２２ａを有する円環
状の伝熱部材２２が、軸線方向に貫通した多数のセルを伝熱隔壁で画成したハニカム構造
体で構成されている場合は、円環状の熱交換通路２１を流通する排気ガスＧの流れを阻害
せずに効率よく排気ガスＧの熱を円環状の伝熱部材２２で受け取ることができ、熱回収効
率の向上を図ることができる。
【００３７】
　この排気熱回収装置１によれば、冷却媒体入口管３６の端部３６ａと一体の円筒状の管
材で制御部材３８を形成し、この制御部材３８が円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧ
のガス導入側に相対向する部位Ｈ側に傾斜部３８ｂを有しているため、冷却媒体入口管３
６から供給された低温の冷却媒体Ｗが円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入
側に相対向する部位Ｈ側に流れるように制御される。即ち、制御部材３８に傾斜部３８ｂ
を形成するだけの簡単な構造により、低温の冷却媒体Ｗを沸騰し易い部位Ｈ側に流れるよ
うに制御させることができる。これにより、排気ガスＧの加熱で沸騰し易い冷却媒体Ｗが
低温の冷却媒体Ｗで冷やされるため、排気ガスＧの加熱による冷却媒体Ｗの沸騰を確実に
抑制することができる。
【００３８】
　また、図４（ａ）に示すように、制御部材３８の傾斜部３８ｂを円環状の冷却媒体通路
３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に向けたことにより、低温の冷却媒
体Ｗを円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に流す
ように制御することで、円環状の冷却媒体通路３５のガス導入側の冷却媒体流量を上昇さ
せることができるため、排気ガスＧの加熱による冷却媒体Ｗの沸騰を確実に抑制すること
ができる。
【００３９】
　さらに、冷却媒体入口管３６の端部３６ａを円筒状に延ばして制御部材３８を端部３６
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ａに一体形成したことにより、冷却媒体入口管３６の端部３６ａに制御部材３８を簡単か
つ低コストで設けることができる。
【００４０】
　図６は第２実施形態の排気熱回収装置の冷却媒体入口管周辺の部分断面図、図７は同冷
却媒体入口管の要部の斜視図である。
【００４１】
　この第２実施形態では、制御部材３８は、円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガ
ス導入側に相対向する部位Ｈ側に逆Ｕ字状の切欠き部３８ｃを有した冷却媒体入口管３６
の端部３６ａと一体の円筒状の管材で形成されている。尚、他の構成は、前記第１実施形
態と同様であるため、同一構成部分には、同一符号を付して詳細な説明は省略する。
【００４２】
　この第２実施形態によれば、制御部材３８の逆Ｕ字状の切欠き部３８ｃを円環状の冷却
媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に向けたことにより、冷却
媒体入口管３６から供給された低温の冷却媒体Ｗを、円環状の冷却媒体通路３５の排気ガ
スＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に流れるように制御することができるため、前記
第１実施形態と同様に、排気ガスＧの加熱による冷却媒体Ｗの沸騰を確実に抑制すること
ができる。
【００４３】
　図８は第３実施形態の排気熱回収装置の冷却媒体入口管周辺の部分断面図、図９は同冷
却媒体入口管の要部の斜視図である。
【００４４】
　この第３実施形態では、制御部材３８は、円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガ
ス導入側に相対向する部位Ｈ側に開口部３８ｄを有した冷却媒体入口管３６の端部３６ａ
と一体の半円筒状の管材で形成されている。尚、他の構成は、前記第１実施形態と同様で
あるため、同一構成部分には、同一符号を付して詳細な説明は省略する。
【００４５】
　この第３実施形態によれば、制御部材３８の開口部３８ｄを円環状の冷却媒体通路３５
の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に向けたことにより、冷却媒体入口管３
６から供給された低温の冷却媒体Ｗを、円環状の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導
入側に相対向する部位Ｈ側に流れるように制御することができるため、前記第１実施形態
と同様に、排気ガスＧの加熱による冷却媒体Ｗの沸騰を確実に抑制することができる。
【００４６】
　図１０は第４実施形態の図３中Ｃ－Ｃ線に沿う断面図である。
【００４７】
　この第４実施形態では、冷却媒体入口管３６と冷却媒体出口管３７の両方の各端部３６
ａ，３７ａに傾斜部３８ｂを有した制御部材３８がそれぞれ一体に形成されている。尚、
他の構成は、前記第１実施形態と同様であるため、同一構成部分には、同一符号を付して
詳細な説明は省略する。
【００４８】
　この第４実施形態によれば、各制御部材３８の傾斜部３８ｂを円環状の冷却媒体通路３
５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側にそれぞれ向けたことにより、冷却媒
体入口管３６から供給されて冷却媒体出口管３７へ流出する低温の冷却媒体Ｗを、円環状
の冷却媒体通路３５の排気ガスＧのガス導入側に相対向する部位Ｈ側に流れるように制御
することができるため、前記第１実施形態と同様に、排気ガスＧの加熱による冷却媒体Ｗ
の沸騰を確実に抑制することができる。
【００４９】
　尚、前記各実施形態では、冷却媒体入口管に制御部材を設けたり、冷却媒体入口管と冷
却媒体出口管の両方に制御部材をそれぞれ設けた場合について説明したが、冷却媒体出口
管にのみ制御部材を設けても良い。この場合には、冷却媒体出口管の近傍において冷却媒
体の過度の加熱（沸騰）により気泡が発生するのを確実に抑制することができる。
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【符号の説明】
【００５０】
　１　排気熱回収装置
　１０　内管
　１１　バイパス通路
　１５　連通孔
　１６　開閉弁
　２０　外管
　２１　円環状の熱交換通路（環状の熱交換通路）
　２２　円環状の伝熱部材（環状の伝熱部材）
　３５　円環状の冷却媒体通路（環状の冷却媒体通路）
　３６　冷却媒体入口管
　３６ａ　端部
　３７　冷却媒体出口管
　３７ａ　端部
　３８　制御部材
　３８ｂ　傾斜部
　３８ｃ　逆U字状の切欠き部
　３８ｄ　開口部
　Ｇ　排気ガス
　Ｗ　冷却媒体
　Ｈ　冷却媒体通路の排気ガスのガス導入側に相対向する部位（冷却媒体が沸騰し易い部
位）

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【図１０】 【図１１】
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